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（様式４） 

日本ＮＧＯ連携無償資金協力 完了報告書 
 

  

１．基本情報   

（１）案件名 ヤンゴン地域におけるインクルーシブ教育推進体制構築事業 

（２）事業地 ミャンマー連邦共和国ヤンゴン地域ラインタヤ地区、インセイン地区 

（３）贈与契約締結日 

及び事業期間 

・贈与契約締結日：2020年 12月 25日 

・事業期間： 2020年 12月 25日～2021年 12月 24日 

・延長事業期間：38日，2022年 1月 31日まで 

（４）供与限度額 

    及び実績（返還額） 

・供与限度額： 31,353,447円 

・総支出： 19,947,266円（返還額： 11,406,181円，利息0円含

む。） 

（５）団体名・連絡先，事

業担当者名 

（ア） 団体名：特定非営利活動法人 難民を助ける会 

Association for Aid and Relief, Japan（AAR Japan）            

【法人番号 2010705000721】 

（イ） 電話：03-5423-4511 

（ウ） ＦＡＸ：03-5423-4450 

（エ） E-mail： staff@aarjapan.gr.jp 

（オ） 事業担当者名：本部事業統括 野際 紗綾子 

本部事業担当 齋藤 有紗、関口 淳子 

（６）事業変更の有無 事業変更承認の有無：有 

（ア） 報告日：2021年 6月 4日 

承認日：2021年 6月 28日 

内容：一部の工事計画の変更 

（イ） 申請日：2021年 12月 14日 

承認日：2021年 12月 23日 

内容：事業期間延長、一部活動内容および指標の変更 

事業変更報告の有無：有 

（ア） 報告日：2021年 2月 16日 

内容：本部職員の人役 

（イ） 報告日：2021年 3月 8日 

内容：現地スタッフの人役 

（ウ） 報告日：2021年 4月 5日 

内容：新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴う、感染予防

対策物品購入、日本人専門家の現地派遣取りやめおよび研修

開催方法 

（エ） 報告日：2021年 5月 11日 

内容：駐在員の人役  

（オ） 報告日：2021年 11月 26日 

内容：現地スタッフの人役  

（カ） 報告日：2021年 12月 13日 

内容：駐在員の人役  

（キ） 報告日：2022年 2月 14日 

内容：駐在員および本部職員の人役 
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２．事業の概要と成果 

（１） プロジェクト目標

の達成度 

（今期事業達成目標） 

本事業は、ヤンゴン地域においてインクルーシブ教育（IE）が推進さ

れることで、より多くの障がい児が、個々の特性にあった教育を受け

られるようになることを目指し、「ヤンゴン地域ラインタヤ地区とイン

セイン地区の公立学校 9 校において、知的・発達障がいを含む障がい児

が、個別のニーズに配慮した教育を受けられるようになるとともに、現地

行政が IEを正しく理解し、本事業の取り組みを実践例として認知する」

ことをプロジェクト目標として 3 年間取り組むものである。その 1 年

次である本事業を通じて、対象9校のうち2校においてバリアフリー

化工事を完了したことに加え、対象地域に居住する障がい児の情報を

把握し、子どもサポートグループの一員となる障がい児の家族が、IE

とは何か、またIEにおける家族の役割についての知識を深め、同地域

において障がい児の教育環境を改善し IE を支える体制の構築に取り

組むことができた。 

（今期事業達成目標） 

対象校において、子どもサポートグループの設置や、同グループと教員を

対象とした IEに関する啓発および研修を通じ、障がい児の教育環境を改

善する体制が整う。教員が個別指導のスキルを身に付け、実践していくこ

とで、障がい児の個別支援ニーズを把握し、個別指導計画を策定できるよ

うになる。子どもサポートグループは、障がい児のニーズ把握の補助や校

内でのIE推進活動を開始する。また、対象9校のうち3校でバリアフリ

ー化工事を行い、校舎の物理的アクセスが改善される。 

（２）事業内容 

 

2021年 2月 1日の政変以降、全国的に治安の悪化が続いたこと、また

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、2021年 7～11月の全国的

な休校や同年 7～9 月の特別公休日といった特別措置がとられたこと

から、一部の活動において実施の難しい状況が続いた。計画通りの実

施が難しい活動については、実施形態や指標、および活動内容の変更、

本事業期間中の実施を見合わせるなど、安全面を優先した上で事業を

遂行した（2021年 12月 23日変更承認済、活動1-3, 2-1,2,3,4,7,8, 

3-3,5）。 

 

活動1. 対象校におけるバリアフリー環境整備 

1-1 対象校のバリアフリー工事・施設の整備 

本事業ではラインタヤ地区第 13 高校、第 17 高校および第 35 小学校

の計 3 校においてバリアフリー環境の整備を行う計画であった。2021

年 6 月に発生した第 13 高校における学生による軍政や軍政の下で業

務を続ける教員などの公務員に反抗するデモ、およびその後の警察に

よる取り締まり強化により、同校周辺の治安の悪い状況が続いた。近

隣住民の同校への注目が集まる中、工事をすることが学校への支援、

ひいては軍政に賛同すると捉えられかねない状況であったことから、

同校をバリアフリー環境整備の対象校から除外することとし、その他

2 校（第 17 高校および第 35 小学校）において、5 月～12 月にかけて

バリアフリー工事を行った（2021 年 12 月 23 日変更承認済）。第 17 高

校および第 35 小学校においては、スロープの設置やバリアフリート

イレ、水タンク・架台、およびトイレへ給水するためのポンプ小屋に加

えて校内を安全に移動するための通路など、障がいがあっても安全か

つ安心して学校生活を送ることができるようなバリアフリー施設の整

備を行った。建設業者による工事の進捗を当会建設担当職員がモニタ

リングし、必要に応じて指導を行った。 

1-2 対象校の教員を含む学校関係者への施設管理研修  

上記 2 校におけるバリアフリー工事・施設の整備完了後の 2021 年 12
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月および 2022 年 1 月、同校の教員を含む学校関係者を対象に施設管

理研修を実施し、計 20 名が参加した。研修では、本事業で整備した施

設の安全な使い方や維持管理方法について指導するとともに、本事業

後の各学校における同施設の維持管理に関する同意書を作成した。 

1-3 対象校への補助具・学習補助教材の整備  

理学療法士の資格を持つ当会現地職員 1 名と IE および理学療法分野

の外部専門家 2 名により、本事業の対象校全 9 校が把握している障

がい児宅を訪問し、各々に必要な補助具や学習補助教材の確認を行

った。その結果、8 名の障がい児が補助具・学習補助教材を必要として

いることを確認したものの、治安面等の懸念から、2021 年 11 月の学校

再開以降も、当該障がい児は就学を見合わせていることから、本事業期

間においては、対象校を通じた補助具・学習補助教材の貸与は見送るこ

ととした（2021 年 12 月 23 日変更承認済）。なお、対象校を通じた当該障

がい児への補助具・学習補助教材の貸与については、2 年次以降に治

安面等の状況を確認した上での実施を予定している。 

 

活動2. IEを推進する地域体制の整備 

2-1 教職員、障がい児を含む生徒の家族、生徒、地域住民から成る子

どもサポートグループの設置 

本事業期間を通じて、軍政に抵抗する市民と軍政の衝突が継続してい

ることから、軍政の下で業務を継続する学校関係者と生徒の家族及び

地域住民による協力関係を築くことを目的とした活動が困難になっ

た。こうした状況において、本事業で設立を予定していた子どもサポ

ートグループの主要メンバーとなりうる、対象9校における障がい児

とその家族の情報収集を行い、32 名を選定した（詳細は活動 2－5 の

とおり）。 

2-2 子どもサポートグループ活動計画作成ワークショップ  

活動を見合わせた（2021年 12月 23日変更承認済） 

2-3 子どもサポートグループ相談支援・モニタリング研修  

活動を見合わせた（2021年 12月 23日変更承認済） 

2-4 子どもサポートグループによる定期協議  

活動を見合わせた（2021年 12月 23日変更承認済） 

2-2～4子どもサポートグループを対象とした活動については、上述の

とおり、2021年 2月の政変以降の治安状況の見通しが困難であること

から、実施を見合わせることとした。  

 

2-5 各対象校における支援が必要な子ども情報リスト作成 

障がい児の就学・通学状況や学校内のアクセス、障がい児に対する授

業中の配慮や差別的な経験の有無に加え、保護者の障がいや IE に対

する理解度などを把握するための質問を盛り込んだ調査票を作成し

た。2021年 6月以降、同調査票を用いて、当会現地職員およびIE・理

学療法の外部専門家が、障がい児家庭を訪問し調査を実施した。対象

9 校の管轄する地域に居住する障がい児 32 名について情報収集を行

い、情報リストを作成した。 

 

2-7 日本人専門家による、教員への知的・発達障がい児を含む、障が

い児の個別指導計画作成に関する研修  

ミャンマー政府による新型コロナウイルス感染対策措置として、2020

年 3月以降、国際商用便の着陸禁止措置が敷かれたこと、および治安

状況が改善されなかったことから、8 月に予定していた日本人専門家

による現地での研修（1回、4 日間）は、8月と 11 月に 2 回、計 7日
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間のオンライン研修へ切り替えることとした（2021 年 4月 5日変更報

告済）。これを受け4月および7月、同研修準備のために日本人専門家

によるコンサルテーションを実施した。当会事業担当、駐在員および

現地職員および現地外部専門家が参加し、研修の進行を円滑に進める

ための情報共有に加え、研修の参加者が理解しやすいような実施方法

や研修内容などについて協議を行った。その後、治安状況に改善が見

られず、子どもサポートグループの設立および教職員を対象とした活

動の実施が困難になったことから、日本人専門家によるオンライン研

修についても、本事業期間の実施を見合わせることとした（2021年 12

月 23日変更承認済）。  

 

2-8 対象校教員・子どもサポートグループへの知的・発達障がいを含

む障がい理解・IE研修  

活動を見合わせた（2021年 12月 23日変更承認済） 

 

活動3. 対象校関係者および地域主要関係者のIEへの理解向上 

3-1 知的・発達障がいの特性、IEに関する冊子作成・配付 

対象校教員、PTAメンバー、子どもサポートグループメンバー、障がい児

を含む生徒の家族、行政担当者が、知的・発達障がいの特性や適切な接し

方、IE に関する理解を深めるため作成・配付する予定であったが、治安

の状況を踏まえ、配付対象者を対象校9校各 30名計270名から、対象校

9 校の地域で居住が確認されている障がい児の家族約 30 名へと変更する

こととした。大人用にはパンフレット（2種類）を、子ども用には啓発

メッセージやイラスト入りのノートなどを作成した。 

 

3-2 IE啓発資料作成 

大人用にパンフレット40セット（啓発活動参加者約30名へ1セット

ずつ、行政・学校担当者用10部）、子ども用にノート40冊（障がい児

40 名へ 1 冊ずつ、行政・学校担当者用 10 冊）を作成した。大人用パ

ンフレットの内容について、配付対象者への聞き取り調査の結果、IE

に加えて障がいに関する理解度が低い者も確認されたため、それぞれ

詳細の説明を加えるため、IE（1部）と障がい（1部）で分け、1セッ

ト2部として作成した。 

 

3-3 対象校の保護者、PTAメンバー、教員へのIE啓発活動  

上述のとおり、治安状況等を考慮し、啓発活動の対象者を対象校の地

域で居住が確認されている障がい児の家族約30名へと変更したほか、

研修開催場所を対象校ではなく本事業提携団体、EDEN Centre for 

Disabled Children（エデン）の施設へと変更し、2022 年 1月に開催

した。当日は、治安状況および新型コロナウイルス感染状況を考慮し

た上で、新型コロナウイルス感染に関しては予防策を講じて開催した

結果、障がい児の家族25名が参加した。予定していた5名は当日参加

することができなかったことから、当会職員から、後日、啓発活動の

内容を共有した。当日は講師を務めるエデン職員より、障がい児の教

育を受ける権利や IE に関する講義に加え、講義の前後には参加者が

グループに分かれて IE に関する意見交換や障がい児の状況、直面す

る課題を共有し合った。1 日の講義およびグループワークを終え、参

加した障がい児の家族は、障がい児の教育に関する知識を深めただけ

でなく、家族の役割、またIEは障がい児と家族だけではなく地域社会

全体で取り組む必要がある課題であるという IE に関する理解を深め

ることができた。 
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3-5 ヤンゴン地域・県・地区行政担当者への事業オリエンテーショ

ン、活動・成果報告、活動視察  

中間報告にて報告のとおり、2021年 5月に、本事業対象校を管轄する

ヤンゴン地域ヤンゴン北部県インセイン地区およびラインタヤ地区の

教育省事務所を訪問し本事業に関するオリエンテーションを行った。

その後、治安の不安定な状況が続いたことから、政府関係者への活動

報告については、治安状況を考慮した上で、訪問および郵送により実

施、本事業期間を通して計3回実施した。 

 

（３）達成された成果 

   

 

本事業1年次に設定した期待される成果・指標の達成度は下のとおり

（2021年 12月 23日変更承認済）。 

【成果1】障がい児が十分に教育を受けられるための物理的環境が整

備される 

【指標①】 

（変更前）バリアフリー工事を実施した対象校において、障がい児の

80%以上が「学校の利便性が向上した」と回答する【第1-3年次】  

（変更後） バリアフリー工事を実施した対象校において、教員など

の学校職員の80%以上が「学校の利便性が向上した」と回答する【第

1-3年次】  

 

第 1年次にバリアフリー工事の対象としていた3校のうち2校におい

て工事を完了した。１校については上述のとおり、治安面を考慮した

上で実施を見送った。工事を完了した2校の教員など、学校職員に同

施設の利便性についてインタビューを行ったところ、回答した全職員

が「向上した」と答えた。バリアフリースロープとバリアフリー化し

たトイレは、車いすを利用する者を含むすべての生徒・教職員にとっ

て便利であり、またこれらによって車いす利用児童が学校内を自由に

移動できるとの声が挙げられた。今後の環境改善のためには、校内に

おいてこれらの施設の維持管理ルールを設け、全校生徒に周知してい

くことが重要との声も挙げられた。 

 

【成果2】対象校の教員と子どもサポートグループがIE推進のため

の知識を習得し、実践する （2021年 12月 23日変更承認済）。 

【指標①】 

（変更前） 障がい児教育に関する研修を受講した教員と子どもサポ

ートグループの研修受講後の平均正答率が70%以上となる【第1-3年

次】  

（変更後）障がい児教育に関する研修を受講した教員と子どもサポー

トグループの研修受講後の平均正答率が70%以上となる【第2-3年

次】 

 

本事業期間においては子どもサポートグループの設立を見送ったこと

から、本指標は未達成である。しかしながら、今後同グループの構成

メンバーとなる対象校の管轄区域に居住する障がい児の家族を対象

に、IEに関する啓発活動を25名の障がい児の親に対して実施したと

ころ、同ワークショップ参加者の確認テストの平均正答率は90％以

上であった。参加前テストで正答率が16％であった「障がい児が普

通学校で教育課程を修了するためには教員が唯一の推進役である」、

正答率が36％であった「聴覚障害のある児童は普通学校に通うこと

はできず特別学校にのみ就学が可能である」という問題を含む10問
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完了報告書記載日：2022年 4月 28日 

団体代表者名： 理事長 堀江 良彰 

                             （押印省略） 

 

【添付書類】 

① 日本ＮＧＯ連携無償資金収支表（様式４－a） 

② 日本ＮＧＯ連携無償資金使用明細書（様式４－b） 

③ 人件費実績表（様式４－ｃ） 

④ 一般管理費等 支出集計表（様式４－ｄ） 

⑤ 事業内容，事業の成果に関する写真（様式４－e） 

⑥ 外部監査報告書 

⑦ 残余金発生の理由書（該当する場合） 

 

すべてについて、確認テストでは正答率が90％以上となった。 

 

（４）持続発展性 本事業では対象9校のうち2校においてバリアフリー環境を整備

し、同校関係者に対し、維持管理に関する研修を実施した。これらの

施設は今後、同研修に参加した学校関係者により維持管理されてい

く。本事業において、教育現場におけるバリアフリー環境の事例を共

有できたこと、またこれらの活動につき、同地域を管轄するヤンゴン

地域教育局へ報告したことで、今後バリアフリーの概念が同地域にお

いて浸透していくことが期待される。 

また、治安状況の影響により、学校教員を巻き込んでの子どもサポ

ートグループの設立や啓発活動を開始することはできなかったが、同

地域に居住する障がい児の情報を把握し、その家族に対する啓発活動

を実施することで、障がい児の教育を受ける権利に関する意識と知識

の向上を促進することができた。上述の活動によって、今後の情勢に

より学校に通学することが難しい場合も、家庭で障がい児が学習をす

ることができるようにする環境を整えるための、家庭における下地を

敷くことができたといえる。したがって次年度以降は、障がい児を含

む生徒の家族、地域住民から成る子どもサポートグループを設立し、

能力強化を行うことで、IE促進のための活動が継続的に行われる体

制が整備されることが期待される。 

３．その他 

（１）固定資産譲渡先 特になし。 

（２）特記事項 2020年 2月の政変以降の治安の悪化、および新型コロナウイルス感染拡

大の影響を受け、活動全般に遅れや変更が生じた。こうした状況を受

け、当会駐在員は日本へ退避し、遠隔で事業管理を行った。現地職員は

ヤンゴン市内の状況を逐次当会駐在員および東京事務局へ報告し、安全

管理に注視しながらスケジュール調整を行うとともに、在宅勤務も組み

合わせながら事業を推進した。 


